
保育士の登録を受けた者について、
幼稚園教諭免許状の授与の要件
（学士等の基礎資格及び大学等における単位
の修得が原則として必要）を緩和※

幼稚園教諭免許状の取得の特例（教育職員免許法附則第18項（現行の第19項））

幼保連携型認定こども園の保育教諭等の資格の特例（認定こども園法一部改正法附則第５条）

幼保連携型認定こども園の保育教諭等の資格要件
（幼稚園教諭免許状の授与及び保育士の登録の双方が原則として必要）
を緩和

※厚生労働省告示において幼稚園教諭による
保育士資格の取得の特例を措置

幼保連携型認定こども園の保育教諭の資格要件等について緩和する特例の延長（概要）
【認定こども園法一部改正法（第２条）、教育職員免許法（第４条）】

現行制度

【原則】
学位

（短期大学士/学士/修士） ＋ 大学等における単位の修得
（39単位/＋20単位/＋24単位）

大学等における単位の修得
（８単位※ ）

保育士としての勤務経験
（３年 かつ 4,320時間※ ） ＋保育士登録 ＋学位 ＋

【特例】

教育及び保育を一体的に提供する幼保連携型認定こども園への幼稚園や保育所からの円滑な移行を促進するとともに、潜在的な保育人材の
掘り起しを進めるため、認定こども園法一部改正法の施行（平成27年４月１日）から５年間に限り、以下の特例を設けている。

【原則】
幼稚園教諭免許状の授与 及び 保育士の登録

【特例】
幼稚園教諭免許状※の授与 又は 保育士の登録

※未更新の旧免許状も含む

改正内容

今年度末までとされている特例の期限について、令和６年度末まで５年間延長する。
※施行期日：令和２年４月１日

課 題

待機児童解消のために保育所等の定員増及び保育人材の確保が求められている中で、幼稚園教諭免許状又は保育士資格の
いずれか一方しか保有していない保育教諭等が増えている。

大学の教職課程を履修して免許状を取得する場合

※具体的な最低在職年数及び最低単位数については文部科学省令で規定
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幼稚園教諭免許状・保育士資格取得に係る連携事業

１．概要

幼保連携型認定こども園では幼稚園教諭免
許状・保育士資格を併有した保育教諭の配置
が求められているが、一方の免許状・資格の
み保有している者への免許状・資格取得に係
る経過措置も設けている。
この経過措置期間中に計画的かつ円滑に免
許状・資格を取得し､併有促進を図るために、
都道府県・関係団体・養成機関が連携して組
織的に講座等の受講機会を確保する取組に係
る経費の補助を行う。

２．実施主体・補助率・補助額

Ø実 施主 体：都道府県
Ø補 助 率：１／２
Ø補助基準額：1,000千円

３．補助要件

幼稚園免許状・保育士資格取得推進計画の作成、及び当該事業実施による達成状況の報告。

【事業イメージ】

令和元年度予算額 ２４百万円 → 令和２年度要求額 ２４百万円

1

［再掲］



認定こども園等への財政支援（令和２年度予算案）
※（）内は令和元年度予算額

○ 認定こども園の施設整備に要する費用の一部を補助

（新増改築、大規模改修等）

・幼保連携型認定こども園の教育を実施する部分（いわゆる幼稚園部分）

・幼稚園型認定こども園の幼稚園部分

・保育所型認定こども園の幼稚園機能部分

※ 年度内に自治体の定める認定基準を満たす必要がある。

既存の幼保連携型認定こども園の機能拡充も補助の対象。

○ 認定こども園への移行を予定する私立幼稚園について、園舎の耐震指標
等の状況に応じて実施する耐震化を支援。（改築、増改築）
・私立幼稚園の耐震化経費
※ 既に認定こども園に移行した場合を含む。

○ 幼稚園教諭免許状と保育士資格の併有の促進を支援するため、幼稚園

教諭免許状を取得等するための受講料、及び保育士資格を取得する幼

稚園教諭の代替に伴う雇上費を補助。

○ 施設における遊具・運動用具・教具・衛生用品等の整備費用を支援。

○ 認定こども園における質の向上に関する研修、幼稚園・保育所の教職
員の合同研修等の実施費用等を支援。
※都道府県や関係団体等が主催する研修が対象。

認定こども園整備

幼稚園耐震化整備

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援

幼児教育の質の向上のための緊急環境整備

認定こども園等における教育の質の向上のための研修支援

認定こども園施設整備交付金 ３０億円/１５０億円【補正】
（３４億円/１０８億円【補正】 ）

教育支援体制整備事業費交付金 １０億円（１１億円）

認定こども園整備事業

○ 幼稚園型認定こども園の保育所機能部分の創設、増築、老朽改築等に要
する費用の一部を補助。

保育園緊急整備事業

○ 保育所（幼保連携型認定こども園の保育所部分含む）の創設、増築、老
朽改築等に要する費用の一部を補助。

保育園等整備交付金 ６９７億円/１４９億円【補正】
（７４７億円/３９４億円【補正】）

保育対策総合支援事業費補助金 ３９４億円（３９４億円）

保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業

○ 幼稚園教諭免許状を有する者に対して、保育士資格を取得するための受
講料と保育士資格を取得する際の代替職員の雇上費を補助。 等

職員の資質向上・人材確保等研修事業 ２９億円（３１億円）

保育の質の向上のための研修支援

○ 保育所の職員等を対象に専門性向上を図るための研修を実施。 等

厚生労働省事業

文部科学省事業

○ 認定こども園等に移行する幼稚園の準備に必要な経費を支援。

認定こども園等の円滑な移行のための準備支援

防犯対策整備

○ 幼稚園型認定こども園における門、フェンス、ブロック塀、防犯カメ
ラ等の設置に要する費用の一部を補助。

※ 幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園における防犯対策整備については、厚
生労働省所管の保育所等整備交付金で対応。

園務改善のためのICT化支援

○ 認定こども園等における園務を改善するため、園のICT化を促進し、事
務負担の大幅な軽減を図る。


